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法人への「含み益利子税付き譲渡所得税」の検討
――５年以内の法人土地保有についての含み益利子税免除の提案――
青 野 勝 広
１．「含み益利子税付き譲渡所得税」の問題点と提案の趣旨
１．１．「含み益利子税付き譲渡所得税」の問題点
青野［２００６］で述べたように，岩田・八田［２００３］の提案する個人の不動産
（土地）に対する『譲渡所得税の死亡時課税』より，青野［２００６］の提案する
「新土地譲渡所得税の死亡時課税」の方が公平性・中立性という観点から優れ
ていると思われる。しかし，法人は個人のように死亡することはないから，法
人に対して死亡時課税は採用できない。法人に対しては，含み益利子税付き譲
渡所得税を採用すべきである。すでに明らかにされているように，「含み益利
子税付き譲渡所得税」は，地価下落が予想されない限り，土地売却に対して中
立的であり，凍結効果を生じさせない。しかし，「含み益利子税付き譲渡所得
税」を実施する場合の問題点として，次の点が指摘できる。
未実現キャピタル・ゲイン（含み益）を評価することが困難である。
土地固定資産税と比較しても評価の困難性と評価の相違によって納税者の
こうむる利害得失が著しく異なる結果，土地の時価にくらべて取得価格が低い
ような長期の土地保有でないと適用が困難である。
土地の保有期間が短く，含み益が多い時期には１期間毎の含み益の増加率
が大きい結果，含み益利子税の負担が急増する。また，土地の保有期間が短
く，地価の変動が激しい場合には，含み益を評価することの困難性と評価の相
違によって納税者のこうむる利害得失の差が一層大きい。この点は，流動性と
いう点で同様の問題点を持つ土地保有税（土地固定資産税）と比較しても「含
み益利子税付き譲渡所得税」への心理的抵抗は大きいであろう。
１．２．５年以内の法人土地保有についての含み益利子税免除の提案とその理由
「含み益利子税付き譲渡所得税」を導入する場合に生じる上述の問題点を考
慮して，法人に対して「含み益利子税付き譲渡所得税」を課す場合には，現行
の固定資産税制における３年ごとの評価換え制度を利用することに加えて，５
年以内の土地保有については，含み益利子税を免除することを提案する。その
第一の理由は，これによって，事業が軌道に乗るまでの企業の税負担を軽減す
ると共に，土地の保有期間が短く，地価の変動が激しい場合に，未実現キャピ
タル・ゲイン（含み益）を評価することの困難性と評価の相違によって納税者
のこうむる利害得失が著しく異なるという問題点を緩和することができるから
である。５年以内という土地保有期間については，現行の長期・短期の譲渡所
得の区別に対応している。
５年を超える土地保有について含み益利子税を課すことは，事実上，長期土
地譲渡所得についての平準化措置を廃止することを意味する。長期譲渡所得に
ついて平準化措置（averaging system）が採用されている理由は，金子［２００６］
によると，「譲渡所得は，長期間にわたって徐々に累積してきたキャピタル・
ゲインが資産の譲渡によって一挙に実現するものであるため，高い累積税率の
適用を緩和する必要があるとの考慮から」（２２７頁）であるとされている。し
かし，長期譲渡所得についての平準化措置は，凍結効果を生じさせる。土地の
キャピタル・ゲイン（値上がり益）は，公共投資等の外的要因に基づくもので
あり，その意味で不労所得である。公共投資の成果の還元・公共投資のための
財源確保という観点からも，凍結効果を無視してまで土地の長期譲渡所得につ
いての平準化措置を採用する根拠はない。
第二の理由は，不動産鑑定評価方法との関連である。今後，法人の所有する
事業用土地の鑑定は，DCF法が中心になっていくと考えられる。ある土地の
２ 松山大学論集 第１９巻 第２号
地価は，その土地からの将来収益の現在価値として求められる。当該土地から
の将来収益を求めるとき，現実的には，周辺における類似の土地からの収益実
績と共に，当該土地からの収益実績を参考にせざるを得ないであろう。当該土
地からの収益実績を参考にするためには，一定期間の事業実績が必要であり，
その期間は，最低３年～５年は必要とすると考えられる。
ところで，購入後５年以内の法人土地保有について含み益利子税を免除する
という提案が，現実的な提案として受け入れられるためには，法人に対して土
地購入後一定期間の含み益利子税を免除する措置が土地売却に対してどのよう
な影響を与えるかという問題，すなわち，このような課税方法の中立性の問題
が検討されねばならない。
以下の第２節においては，土地所有者と土地購入者が共に法人であり，か
つ，土地所有者が長期間（年間を超える期間）にわたって土地を保有をして
いる結果，土地所有者に対しては，含み益利子税の免除措置が適用されず，土
地購入者に対してのみ土地購入の年後に含み益利子税が課せられる場合
と土地所有者が短期間（年以内）の土地保有であり，その結果，土地所有者
にも年後に含み益利子税が課せられる場合とを想定する。その上で，土
地所有者と土地購入者の決定について簡単なモデルを用いて考察する。
第３節では，課税が土地売却に及ぼす効果（凍結効果）の分析を行う。ま
ず，地価上昇が予想される下で，土地所有者と土地購入者が共に法人であり，
土地所有者が長期間（年間を超える期間）土地を保有をしている結果，土地
購入者に対してのみ土地購入の年後に含み益利子税が課せられる場合と
土地所有者は年間以内の土地保有であり，その結果，土地所有者に対して
も土地購入者に対しても年後に含み益利子税が課せられる場合とにおい
て，「含み益利子税付き譲渡所得税」の導入が，土地売却に対してどのような
効果を持つかを考察する。次に，土地所有者は個人であるが，土地購入者は法
人であり，個人の土地所有者には，「新譲渡所得税の死亡時課税」（「売却時中
立型新譲渡所得税の死亡時課税」）が適用され，法人の土地購入者には，土地
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購入後の年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用される場合の凍結効
果を分析する。さらに，個人の土地所有者には，の税率で「譲渡所得税
の死亡時課税」が適用され，法人の土地購入者には，土地購入の年後に
含み益利子税付き譲渡所得税が適用される場合の凍結効果を分析する。
２．土地所有者と土地購入者の意思決定
２．１．土地所有者の決定
次のような仮定をおく。土地は，土地所有者の土地と土地購入者の土地の２
種類だけであり，異なる用途に使用される。また，土地の転用費用はかからな
いが，賃貸借費用は極めて大きいものとする。したがって，土地の転用は，売
却を通じて行われる。さらに，土地全体の面積は，一定であり，土地を異なる
２種類の用途に使用する場合におけるそれぞれの土地の限界生産性は，それぞ
れの土地の面積が増加するにしたがって逓減する。１）この仮定で重要なことは，
土地は異なる用途に使用され，一方の用途から他方の用途への転用は，売却を
通じて行われるということである。したがって，業務用土地から業務用土地へ
の転用であってもそれが異なる用途の業務用土地への転用であれば，ここでの
仮定は充たされる。
以上の仮定の下で，まず，「含み益利子税付き譲渡所得税」が導入された場
合における土地所有者の土地売却の決定について考えよう。土地所有者は，長
期間（年以上）土地を保有しているものとする。したがって，土地所有
者には，含み益利子税の免除措置は適用されないものとする。今期首の地価を
，来期首の予想地価を，土地所有者の土地の取得価格をとする。ま
た，を土地所有者の今期の予想（帰属）地代とする。ただし，は，今期
末に生じるものとする。土地譲渡所得税率（実現キャピタル・ゲイン税率）を
とし，土地所有者の割引率をとする。
１）これらの仮定の意味については，金本［１９９４］，岩田規久男・山崎福寿・花崎正晴・川
上康［１９９３］および山崎［１９９９］を参照。
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以上のように想定すれば，土地所有者が来期首に土地を売却したときの純収
益の現在価値は，

 

    
であり，土地所有者が今期首に土地を売却したときの純収益は，
   
である。式が式を下回れば，土地所有者は今期に土地を売却し，式が
式を上回れば，今期の土地売却を延期する。式と式が等しければ，今期と
来期以降の土地売却は無差別となる。
式と式を等しくさせる地価が，「含み益利子税付き譲渡所得税」が導入
された場合の留保需要価格となる。留保需要価格は，地価がこの価格を上回れ
ば，土地は売却されるという意味で土地の供給価格でもある。＝とおく
と，次式を得る。

      
土地所有者が購入後短期間（年以内）に土地を売却する場合には，含み益
利子税 は免除されるから，短期間（年以内）の保有で土地を売却
する場合の土地の供給価格は，より，

     ′
となる。
２．２．土地購入者の決定
次に，土地購入の年後に含み益利子税が課せられる場合における土地
購入者の土地購入の決定について考えよう。今期の土地購入者は，購入した土
地を期間（年間）保有するものと想定し，期首の予想地価を，期末
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における土地購入者の予想（帰属）地代をとする。ただし，は，期末
に生じるものとする。今期における土地購入者の新規土地需要価格は，今
期首に土地を購入して期首にその土地を売却したときの純収益の現在価値
に等しいから，地価上昇を予想する場合には，


 

 



 
 

 
 

を得る。ただし，は，土地購入者の割引率である。同様にして，来期におけ
る新規土地需要価格を求めると，


 

 
 


 
 

 
 

を得る。式において，今期における土地購入者の土地の取得価格は，土地所
有者の土地の取得価格ではなく，今期の地価であり，式において，来
期における土地購入者の土地の取得価格は，来期の地価であることに注意
することが必要である。式に  を掛けたものを式から差し引くと，


 
 

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 
 
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
 
 

を得る。式を成立させるが，土地購入後の年後に含み益利子税が
課せられる場合に，土地購入者が，地価上昇を予想して土地を購入する場合の
新規土地需要価格である。
６ 松山大学論集 第１９巻 第２号
３．凍結効果の分析
３．１．土地所有者と土地購入者が共に法人であり，土地購入者に対して
m＋１年後に含み益利子税が課せられる場合
地価上昇が予想される下で，土地所有者に対しては含み益利子税が課せら
れ，すなわち，土地所有者は，年以上にわたって土地を保有し，土地購
入者に対してのみ土地購入の年後に含み益利子税が課せられる場合の
「含み益利子税付き譲渡所得税」の導入が，土地売却に対してどのような効果
を持つかを考えよう。土地所有者と土地購入者の来期の地価についての予想は
一致しており，かつ，土地所有者の割引率と土地購入者の割引率が等しい
 と想定すれば，式を式に代入することにより，地価上昇が予想さ
れる場合に，今期に土地を売却しても来期以降に土地売却を延期しても無差別
となる条件は，次式で示すことができる。


   
 
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 
 

 
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
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 

 
 
  
式は，次のように考えることができる。地価上昇が予想される下で，土地
所有者は，土地売却を今期から来期に延期することによって， の納
税延期の利益を得ることができる。土地購入者は，今期から来期に土地購入を
延期することによって，今期に土地を購入していれば，期後に土地を売却す
るときに支払わなければならなかったと考えられる土地譲渡所得税のうち
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  の納税額減少の利益を得ることができる。また，土地購
入者は，今期から来期に土地購入を延期することによって，期後から毎
期支払わなければならなかったと考えられる含み益利子税のうち，今期から
来期への地価上昇  に対する含み益利子税 


  
    の納税額減少の利益を得ることがで
きる（上式は，等比級数の和の公式による）。さらに，今期に土地を購入して
いれば，期後に支払わなければならなかったと考えられる今期から期
までの地価上昇分  に対する含み益利子税  の納税
額減少の利益を得ることができる。これらは，土地売却時期を遅らせる要因で
ある。他方，土地所有者が土地売却を今期から来期に延期することは，土地所
有者に対して今期末に含み益利子税 と今期から来期への地価上昇
による土地譲渡所得税負担の増大 をもたらす。これらは，土地売却
時期を早める要因である。
土地購入者に対して購入の２年後から「含み益利子税付き譲渡所得税」が導
入される場合には，式において，とおけば，


	
 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

が成立することから明らかなように，土地売却時期を遅らせる要因と土地売却
時期を早める要因が相殺される結果，「含み益利子税付き譲渡所得税」の導入
は，土地売却に対して中立的になる（を仮定）。しかし，土地購入の
年後  に含み益利子税が課せられる場合の「含み益利子税付き譲渡所得
税」の導入は，必ずしも土地売却に対して中立的ではない。今，土地購入者の
割引率と予想地価上昇率
を一定とし，土地購入者の割引率が予想地価上
昇率
よりも高い 
 と想定しよう。このような想定の下では，式より
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分かるように，含み益利子税を免除される期間が長くなるほど式の値は
小さくなる。これは，企業が，今期から来期に土地購入を延期することによっ
て期後に支払わずに済んだ今期から期までの地価上昇分  に
対する含み益利子税  と企業が今期から来期に土地購入を
延期することによって節約できると考えられる譲渡所得税  
の現在価値の和      が小さくなり，
式がマイナスとなるからである。と想定すれば，のとき，式がゼ
ロとなることを考慮すれば，地価上昇が予想され，土地購入者の割引率が予
想地価上昇率よりも高い  という想定下では，のときには，土
地所有者が，年以上にわたって土地を保有していると想定する限り，土
地購入後の年後に含み益利子税が課せられる場合の「含み益利子税付き
譲渡所得税」の導入は，土地売却を促進する効果を持つと言える。
極端な場合として，土地所有者にのみ「含み益利子税付き譲渡所得税」が導
入され，土地購入者には従来通りの譲渡所得税が課せられる場合には，
である限り，式より，


	
 	 	
 
 
 
  
が成立する。上式より，土地購入者が多期間の土地保有を考えて土地を購入す
る限り（である限り），が成立する。したがって，土地所有
者に対する「含み益利子税付き譲渡所得税」の導入と土地購入者に対するの
税率の譲渡所得税は，土地売却を促進する効果を持つ。
土地所有者が購入後短期間（年以内）に土地を売却する場合には，土地所
有者は含み益利子税
 を支払わなくてもよいから，式を′式に代
入することにより，地価上昇が予想される場合に，今期に土地を売却しても来期
以降に土地売却を延期しても無差別となる条件は，次式で示すことができる。
法人への「含み益利子税付き譲渡所得税」の検討 ９


  
 
 

 
 
 
	
  
 	
 
 
 

 
 
  ′
′式を式と比較すると，土地所有者が購入後短期間（年以内）に土地
を売却する場合には，土地所有者は今期末に含み益利子税 を支払
わなくてもよいから，土地売却を今期から来期に延期することによって，
 の納税延期の利益を得ることができる。したがって，土地所有者に
対して含み益利子税が課せられる式の場合に比して′式は，含み益利子税
 の納税延期の利益の分だけ土地売却を阻害する効果を持つ。その結
果，過去の地価上昇幅  が大きく，予想地価の上昇  が小さい
場合には，′式においてが成立し，土地購入後の年後に含
み益利子税付き譲渡所得税を適用する制度は，土地売却を阻害する可能性があ
る。しかし，この場合にも，土地所有者が土地を保有し続ければ，やがて購入
後年を経過し，土地所有者に対して含み益利子税が課せられるから，
式が成立し，土地売却を促進する効果を持つようになる。
以上より，地価上昇が予想され，土地購入者の割引率が予想地価上昇率

よりも高い 
 という想定下で，土地所有者と土地購入者が共に法人であ
り，土地購入者に対してのみ年間  の含み益利子税が免除される場合
には，概して言えば，「含み益利子税付き譲渡所得税」の導入は，土地売却を
促進する効果を持つと言える。そして，土地所有者が年以上にわたり土
地を保有していると想定する限り，土地売却促進効果は，土地購入者が含み益
利子税を免除される期間が長いほど大きい（式参照）。このような土地売
却促進効果は，企業の土地購入に対して年間の含み益利子税が免除される
場合には，企業の土地購入延期の利益が減少することによって生じるのである。
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３．２．個人の土地所有者に「新譲渡所得税の死亡時課税」（「売却時中立型新
譲渡所得税の死亡時課税」）が適用され，法人の土地購入者に m＋１
年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用される場合
個人の土地所有者には，「新譲渡所得税の死亡時課税」（「売却時中立型新譲
渡所得税の死亡時課税」）が適用され，法人の土地購入者には，土地購入後の
年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用される場合を考えよう。
個人の土地所有者に対して「新譲渡所得税の死亡時課税」（「売却時中立型新
譲渡所得税の死亡時課税」）が適用される場合に，個人の土地所有者にとって
今期と来期の土地売却が無差別となる条件を示す式は，

 
  
 
 
となる。ここで，は，期後を基準にして死亡時に課税される譲渡所得税率
である。２）
という想定の下で，式を法人の土地購入者にとって今期と来期の土
地購入が無差別となる条件を示す式に代入すると，



 
 

 
 

 
 

 
 

  
 

 
 

 
 
   
を得る。式は，次のように考えることができる。地価上昇が予想される下
で，個人の土地所有者に「新譲渡所得税の死亡時課税」（「売却時中立型新譲渡
所得税の死亡時課税」）が導入されたならば，の譲渡所得税は，期後を
基準にして死亡時に課税されるから，期後に死亡すると予想している個人
２）式の導出については，青野［２００６］を参照。
法人への「含み益利子税付き譲渡所得税」の検討 １１
の土地所有者は，今期から来期への売却延期により    
      の納税額増加という納税
延期の不利益を受ける。これは，土地売却時期を早める要因である。他方，法
人の土地購入者は，今期から来期に土地購入を延期することによって，今期に
土地を購入していれば，期後に土地を売却するときに支払わなければならな
かったと考えられる土地譲渡所得税のうち  の納税額減少
の利益を得ることができる。また，期後から毎期支払わなければなら
なかったと考えられる含み益利子税のうち，今期から来期への地価上昇分
 に対する含み益利子税 


    
  の納税額減少の利益を得ることができる。さらに，今期
に土地を購入していれば，期後に支払わなければならなかったと考えら
れる含み益利子税  の納税額減少の利益を得ることができ
る。これらは，土地売却時期を遅らせる要因である。したがって，土地所有
者の納税延期の不利益   が土地購入者の納税額減少の利益
     を上回れば，式はマイナスとなっ
て，土地売却時期を促進する効果を持つ。
式から分かるように，地価上昇が予想され，かつ，土地購入者の割引率
が予想地価上昇率よりも高い  と想定すれば，式はマイナスとなる
から，個人の土地所有者には，「新譲渡所得税の死亡時課税」（「売却時中立型
新譲渡所得税の死亡時課税」）が適用され，法人の土地購入者には，土地購入
後の年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用される場合の法人への
「含み益利子税付き譲渡所得税」の導入は，土地売却を促進する効果を持つ。
そして，その効果は，含み益利子税を免除する期間が長いほど大きい。
また，式と式を比較すれば明らかなように，個人の土地所有者には，
「新譲渡所得税の死亡時課税」（「売却時中立型新譲渡所得税の死亡時課税」）
が適用され，法人の土地購入者には，土地購入後の年後に含み益利子税
付き譲渡所得税が適用される場合の土地売却促進効果は，土地所有者と土地購
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入者が共に法人であり，土地購入者に対して年後に含み益利子税が課せ
られる場合の土地売却促進効果よりも大きい。
３．３．個人の土地所有者に θ T－α の税率で「譲渡所得税の死亡時課税」が
適用され，法人の土地購入者に m＋１年後に含み益利子税付き譲渡所
得税が適用される場合
「新譲渡所得税の死亡時課税」（「売却時中立型新譲渡所得税の死亡時課税」）
の導入から期が経過し，土地売却時点から 年以内に死亡した個人の土地
所有者には，の税率で「譲渡所得税の死亡時課税」が適用され，法人の
土地購入者には，土地購入の年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用
される場合を考えよう。の税率で「譲渡所得税の死亡時課税」が適用さ
れる場合には，個人の土地所有者が今期に土地を売却しても来期以降に土地売
却を延期しても無差別となる条件は，

 
  
 
 
となる。ここで，は，土地所有者の予想死亡時期である。３）
式を式に代入すると，



 
	 

 
	 

  
 

を得る。式より，土地売却時点から 年以内に死亡した個人の土地所有者に
対しての税率で「譲渡所得税の死亡時課税」が適用され，法人の土地購
入者には，土地購入の年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用される
場合には，上述のような個人に対する「譲渡所得税の死亡時課税」と企業に対
する含み益利子税付き譲渡所得税の併用は，土地売却を阻害する効果（凍結効
果）を持つ場合もあれば，土地売却を促進する効果（逆凍結効果）を持つ場合
３）％と 年の関係やとの設定については，青野［２００６］を参照。
法人への「含み益利子税付き譲渡所得税」の検討 １３
もあると言える。土地所有者の予想死亡時期（期）が遅く，土地所有者が売
却時点から 年を超えて死亡すると予想するときには，の税率で課税され
るが，年を超えて予想死亡時期が遅くなるほど，土地売却を今期から来期に
延期することによって生じる納税額増加分の現在価値   は
小さくなる。他方，法人の土地購入者に対して購入後年間の含み益利子税
を免除することは，法人の土地購入者に対して納税額の減少という利益を与え
ることを意味する。したがって，法人の土地購入者に対して含み益利子税を免
除する期間に比べて，個人の土地所有者の予想死亡時期（期）が遅いとき
には，       となっ
て凍結効果が生じる可能性がある。土地所有者の予想死亡時期（期）が 年
を越えて となっても，ただちに凍結効果が生じるわけではなく，一定期
間内においては，凍結効果が生じない。土地所有者の予想死亡時期（期）
が早く，のときには，土地購入者の割引率が予想地価上昇率より
も高い  という想定の下では，の税率で課税されても，
       となるか
ら，逆凍結効果が生じる。
式から分かるように，地価上昇が予想され，かつ，土地購入者の割引率
が予想地価上昇率よりも高い  と想定すれば，法人の土地購入者に対
して含み益利子税を免除する期間が大きいほど，式の値は小さくなるか
ら，個人の土地所有者には，の税率で「譲渡所得税の死亡時課税」が適
用され，法人の土地購入者には，購入の年後に含み益利子税付き譲渡所
得税が適用される場合の法人への「含み益利子税付き譲渡所得税」の導入は，
法人の土地購入者に対して納税額の減少という利益を与え，凍結効果が生じる
可能性を小さくする。そして，その効果は，含み益利子税を免除する期間
が長いほど大きい。
ところで，は，，かつ，という想定の下では，
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


   
 

 
 	
  ′
となる。上式において，   
とおけば，の場合には，


 
 

 	
  ′
となる。上式より，法人の土地購入者に対して購入の２年後に含み益利子税付
き譲渡所得税が適用される場合において，  
 	すなわち，土地
所有者が土地を売却した時点で予想する死亡時期（予想死亡時期	）が早く，

	ならば，の税率が適用されるが，となって，土地売却
促進効果（逆凍結）効果を持つ。
	となると，の税率が適用されるが，
 より，	ならば，となって，土地売却促進効果
（逆凍結）効果を持つ。	ならば，となって，土地売却に
ついて中立的，	ならば，となって，土地売却阻害効果（凍
結）効果を持つ。
，
および	について具体的なイメージを得るために，現行税率
２０％，年後の名目税率３５（４０）％，５％，２．５％に設定すると，
	２３（２８）年，
	１６（２３）年となる。４）すなわち，割引率２．５％の下で，土地売却
時点から１６（２３）年以内に死亡した個人の土地所有者には，３５（４０）％－５％＝
３０（３５）％の税率で「譲渡所得税の死亡時課税」が適用され，法人の土地購入者
には，購入２年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用される場合には，個人
の土地所有者が売却後１６（２３）年以前に死亡すると予想して土地売却を決定す
るならば，土地売却促進効果（逆凍結効果）を持つ。個人の土地所有者が１７（２４）
年～２３（２８）年に死亡すると予想して土地売却を決定するならば，３５（４０）％の税
率で「譲渡所得税の死亡時課税」が適用されることを予想するから，個人の土
地所有者に対する「譲渡所得税の死亡時課税」と法人に対する含み益利子税付
４）や 
の求め方については，青野［２００６］を参照。
法人への「含み益利子税付き譲渡所得税」の検討 １５
所有者の予想死亡時期（年） 適用税率 土地売却への効果
１６（２３）年以内 ３０（３５）％ 売却促進（逆凍結効果）
１７（２４）年～２３（２８）年 ３５（４０）％ 売却促進（逆凍結効果）
２３（２８）年以後 ３５（４０）％ 売却阻害（凍結効果）
表１ θ T－α の死亡時課税と購入２年後の含み益利子税の効果
注）現行税率２０％，年後の名目税率３５（４０）％，５％，２．５％と設定し
て，２３（２８）年，１６（２３）年を算出。
き譲渡所得税の併用は，土地売却促進効果（逆凍結効果）を持つ。２３（２８）年を
超えて死亡すると予想して土地売却を決定するならば，土地売却阻害効果（凍
結効果）を持つ。および′式から分かるように，現行税率に比して年
後の名目税率が高いほど，含み益利子税を免除する期間が長くなるほど
個人の土地所有者の予想死亡時期が遅くなっても土地売却阻害効果（凍結効
果）を持つ可能性は小さくなる。
岩田・八田［２００３］の提案するように，個人の土地所有者に対しては，の
税率で「譲渡所得税の死亡時課税」が適用されるが，法人の土地購入者には，
土地購入の１年後ではなく，年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用
される場合を考えよう。この場合には，今期に土地を売却しても来期以降に土
地売却を延期しても無差別となる条件は，



 
	 

 
	 

 
 

となる。
式と式において，となるようにを設定しているから，式
と式を比較すれば明らかなように，個人の土地所有者に対しての税率
で「譲渡所得税の死亡時課税」が適用され，法人の土地購入者には，土地購入
後の年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用される場合と個人の土地
所有者に対しての税率で「譲渡所得税の死亡時課税」が適用され，法人の土
地購入者には，土地購入後の年後に含み益利子税付き譲渡所得税が適用
される場合とを比較すると，法人の土地購入者に対して含み益利子税を免除す
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る期間に比べて，個人の土地所有者の予想死亡時期（期）が遅く，凍結効
果が生じる場合でも，個人の土地所有者に対しての税率で「譲渡所得税
の死亡時課税」が適用される場合の方が，の税率で「譲渡所得税の死亡時課
税」が適用される場合よりも，その凍結効果は小さいと言える。
また，個人の土地所有者に対しては，の税率で「譲渡所得税の死亡時課
税」が適用されるが，法人の土地購入者には，土地購入の１年後に含み益利子
税付き譲渡所得税が適用される場合に，今期に土地を売却しても来期以降に土
地売却を延期しても無差別となる条件は，において，とおけば明らか
なように，土地所有者の売却後の予想死亡時期（期）が１年を超えており，
地価上昇が予想される限り，


 
 
 
 
となる。
式より，個人の土地所有者に対しては，「譲渡所得税の死亡時課税」が適
用され，法人の土地購入者に対しては，購入の１年後に含み益利子税付き譲渡
所得税が適用される場合には，地価上昇が予想される限り，必ず，凍結効果が
生じる。しかし，式と式を比較すれば明らかなように，法人の土地購入者
に対して，購入の年後に含み益利子税付き譲渡所得税を適用する措置を
とれば，である限り，このような措置は，凍結効果を小さくし，凍結効
果が生じる可能性を小さくする。そして，その効果は，含み益利子税を免除す
る期間が長いほど大きい。
４．結びに代えて
小論で分析した土地譲渡所得税が土地売却時期に与える効果を表示すると，
表２のように示せる。
小論の分析結果より，概して言えば，法人の土地購入者に対して購入の
年後  から含み益利子税付き譲渡所得税を課す課税方法は，購入
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の１年後から含み益利子税付き譲渡所得税を課す課税方法に比べて，法人の土
地購入者に対して有利に作用し，法人の土地購入を促進する効果を持つ。その
結果，法人・個人の土地所有者の土地売却行動と法人の土地購入者の土地購入
行動を通じて土地売却を促進する効果を持つと言える。第３節（）で述べた
ように，岩田・八田［２００３］の提案するような個人の土地所有者に対する「譲
渡所得税の死亡時課税」と法人の土地購入者に対する含み益利子税付き譲渡所
得税の併用は，必ず土地売却阻害（凍結効果）を生じさせるが，個人の土地所
有者に対する「新譲渡所得税の死亡時課税」と法人の土地購入者に対する購入
年後からの含み益利子税付き譲渡所得税を併用し，期の譲渡所得税率
と売却後 年以内に死亡した土地所有者に対する減税率を適切にとれば，
凍結効果が生じる可能性を小さくすることができる。ただし，このような課税
の中立性の問題とは別に，法人の土地購入者に対してのみ長期間にわたって含
み益利子税を免除することは，含み益利子税の免除措置を受けない個人の土地
所有者や土地購入者および法人の土地所有者との間における公平性の問題を生
じさせる。したがって，これらを考慮すれば，法人の土地購入者に対して極め
て長期間にわたる含み益利子税の免除措置を設けることは，望ましくないと言
える。
他方，含み益利子税付き譲渡所得税を実施する場合の評価の困難性や実施可
土地所有者への税 土地購入者への税 土地売却への効果
法人への１年後の含み益利子
税
法人への年後の含み益
利子税
売却促進（逆凍結効果）
個人へのの売却時中立的
死亡時課税
法人への年後の含み益
利子税
売却促進（逆凍結効果）
個人へのの死亡時課税
法人への年後の含み益
利子税
売却促進（逆凍結効果）
または売却阻害（凍結効果）
個人へのの死亡時課税
法人への１年後の含み益利子
税
売却阻害（凍結効果）
表２ 譲渡所得税の効果
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能性，個人に対する「新譲渡所得税の死亡時課税」に比べて，法人への含み益
利子税を購入の１年後から毎年徴収することによって生じる流動性の問題を考
慮すれば，法人の土地購入者に対して購入の１年後から含み益利子税付き譲渡
所得税を課す課税方法は，現実的ではないとも言える。
以上より，一つの現実的な提案として，企業が軌道に乗るまでの期間や現行
の長期・短期の譲渡所得の区別を考慮して，法人の土地購入者に対して土地購
入後５年を超える土地保有  に含み益利子税付き譲渡所得税を課し，個
人の土地所有者に対して「新譲渡所得税の死亡時課税」を課すような課税方法
を提案する。
（本稿は，２００７年度松山大学特別研究助成金による研究成果の一部である。）
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